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■はじめに 

 
 国土交通省では、土地に関する動向をまとめた土地白

書を毎年公表しているが、その作成に当たり、土地に関

する国民や企業の意識や行動を把握するための各種調査

を実施した。以下において、平成１７年版土地白書におい

て取り上げた調査の一部の概要を紹介する。 
 
１．土地問題に関する国民の意識調査 

土地の資産としての有利性や望ましい住宅の形態など

に関する国民の一般意識を把握するため、継続的に実施

しているアンケート調査である。 
 
２．土地所有・利用状況に関する企業行動調査 

土地所有の有利性や土地の購入・売却等土地に関する

企業の意識を把握するため、継続的に実施しているアン

ケート調査である。 
 
３．不動産証券化市場の拡大とその影響に関する調査 

 近年、着実に拡大を続けている不動産証券化市場につ

いて、比較的情報が公開されているＪリートに着目して、

その実態を把握することを目的とした調査である。 
 
４．「土地の保有・管理に対する意識」に関するアンケ

ート 

今後、人口減少等に伴い、土地需要が減少することが

見込まれる中、相続や低・未利用地の増加に対する土地

所有者等の意識を把握するために、実施したアンケート

調査である。 
 
５．地方都市のマンション居住者意識調査 

地方都市におけるマンションへの住み替え実態を把握

することを目的としたアンケート調査である。 

 
１．「土地問題に関する国民の意識調査」の概要につい

て 

 
（１） 調査方法等 
① 調査目的：土地の資産としての有利性や望ましい住

宅の形態などに関する国民の一般意識の

把握 
② 調査対象：全国の２０歳以上の者 ３，０００人 
③ 調査方法：調査員による面接聴取 
④ 調査期間：平成１７年１月１５日～３０日 
⑤ 回収結果：有効回答数 ２，０７０件 

（回収率 ６９．０％） 
⑥ 調査委託機関：（社）中央調査社 
（備考）この調査は、平成５年度から継続的に実施して

いるものである。 
 
（２） 調査結果の概要 
① 土地の資産としての有利性に関する意識 
土地の資産としての有利性に関する意識として、「土地

は預貯金や株式などに比べて有利な資産である」と考え

るか聞いたところ、「そう思う」と答えた者の割合は

３３．２％、「そうは思わない」と答えた者の割合は３６．０％

であった。過去の調査と比較してみると、「そう思う」と

答えた者の割合は最高値を示した平成６年度（６１．９％）

から約３０ポイント減少しているが、平成１０年度以降は

３０％台で推移している。土地の資産性に関する意識の変

化が定着していることがうかがえる（土地神話の崩壊）。 
また、住宅形態別、土地所有形態別にみると、「そう思

う」と答えた者の割合はほとんど差異がない。 
 
 



図表 土地の資産としての有利性に関する意識 
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② 土地と他資産との収益性の面に関する比較評価 
収益性の面で、現在最も優れている資産を聞いたとこ

ろ、「わからない」と答えた者の割合が３５．８％と最も

高く、次いで、「株式」が１４．９％、「土地」が１４．３％、

「預貯金」が１４．１％となっている。 

過去の調査と比較してみると、「土地」と答えた者の

割合は減少傾向となっている。過去において、土地は

持っているだけで有利であるとする意識が大きく変化

していることが分かる。 
 

図表 土地と他資産との比較評価（収益性の面） 
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③ 住宅の所有に関する意識 
住宅の所有意識について聞いたところ、「土地・建物につ

いては、両方とも所有したい」と答えた者の割合は８１．

２％となっており、過去の調査とほぼ同率で「持ち家志

向」の強さに変化はみられないことが分かる。 
都市規模別にみると、「借家で構わない」と答えた者の

割合は東京圏、大阪圏などの大都市圏で高く、「両方とも

所有したい」と答えた者の割合はその他の市町村で高く

なっている。 
住居形態別では賃貸住宅、土地所有形態別では非所有に

おいて、「借家で構わない」と答えた者の割合が高くなっ

ている。 
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【土地・建物を両方とも所有したい理由】 
「土地・建物については、両方とも所有したい」と答え

た者（１，６８１人）に、その理由を２つまで聞いたところ、

「子どもや家族に土地・建物の形で財産を残したいから」

をあげた者の割合が４８．６％と最も高く、次いで「借地・

借家では生活や権利が不安定で満足できないから」が

３７．３％、「土地・建物は他の資産と比べて有利な資産だ

から」が３７．１％となっている。 

図表 住宅の所有に関する意識 



図表 土地・建物を両方とも所有したい理由 

（「土地・建物については、両方とも所有したい」と答えた者に、複数回答） 
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④ 今後望ましい住宅形態 
今後望ましいと考えている住宅形態について聞いた

ところ、「一戸建て」と答えた者の割合が７７．７％と最

も高くなっている。過去の調査と比較してみると、「一

戸建て」は、平成７年度と比べ減少しているものの、

平成１１年度以降８０％前後で推移しており、それほど大

きな変化はみられない。 
「一戸建て」と答えた者の割合は、都市規模別では名

古屋圏、その他の市町村、住居形態別では持ち家、土

地所有形態別では所有において高くなっている。 
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図表 今後望ましい住宅形態



⑤ 未利用地の有無及び未利用の理由 
対象者またはその配偶者の土地所有の有無は、下図のと

おりとなっている。 
「現在居住している土地と、それ以外の土地を所有」ま

たは「現在の居住地以外の土地のみを所有」と答えた者

（４４２人）に未利用地の有無を聞いたところ、「ある」と

答えた者の割合は３６．９％、「ない」と答えた者の割合は

６２．２％となっている。 
さらに、所有している土地の中に利用していない土地が

あると答えた者（１６３人）に利用していない理由を聞い

たところ、「遺産として相続したが、今のところ利用する

予定がないため」をあげた者の割合が３３．７％と最も高

くなっている。未利用地の発生において、相続が主要な

要因の一つになっていることが分かる。 
 

図表 土地の所有の有無 
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図表 未利用地の有無 

（「現在居住している土地と、それ以外の土地を所有」、「現在の居住地以外の土地のみを所有」と答えた者に） 
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図表 土地の未利用理由 

（現在、未利用地があると答えた者に、複数回答） 
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⑥ 将来、住宅を相続した際の対応 
将来、自分や配偶者の親、親族から住宅を相続した場

合の対応について聞いたところ、「現在の自分または世

帯の必要性に合致していなければ住みはしないが、と

りあえず所有しておく」と答えた者の割合が１９．７％で

最も高く、次いで「現在の自分または世帯の必要性に

合致していなければ、売却する」が１１．５％、「現在の

自分または世帯の必要性に合致しているので、そこに

住む」が１１．２％となっている。なお、「相続の予定は

ない」は４３．４％である。 
⑤において、相続による未利用地の発生の可能性を示

唆する結果が得られたが、当該結果は、住宅において

も、相続を通じて空き家が発生する可能性を示唆して

いるものと考えられる。 
 

図表 将来、住宅を相続した際の対応 
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⑦ 現在の地価への感想 
地価が地域によっては下落、または、横ばいの傾向

にあることについてどう思うか聞いたところ、「非常に

好ましい」（５．４％）と「まあ好ましい」（２８．１％）を

合わせた「好ましい（計）」の割合は３３．４％となって

いる。一方、「あまり好ましくない」（３４．４％）と「全

く好ましくない」（６．４％）を合わせた「好ましくない

（計）」の割合は４０．８％となっている。過去の調査（平

成１２年度以前）と比較してみると、「好ましくない

（計）」は増加している。平成１３年度から平成１５年度

にかけて当該質問を設けていなかったため、単純な比

較は難しく、今年度以降の調査の結果が待たれるとこ

ろである。 
都市規模別にみると、「好ましくない（計）」の割合

は地方中核都市で高くなっている。 
住居形態別では持ち家、土地所有形態別では所有に

おいて、「好ましくない（計）」の割合が高くなってい

る。 



 
図表 現在の地価への感想 
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⑧ 地価の見通し 
今後、中長期的にみた地価の見通しについて聞いた

ところ、「大きく下落する」（３．４％）と「少し下落す

る 」

（２９．０％）を合わせた「下落する（計）」の割合は３２．４％

となっている。一方、「少し上昇する」（１９．４％）と「大

きく上昇する」（０．７％）を合わせた「上昇する（計）」

の割合は２０．１％、「現在の水準で推移する」の割合は ３

１．５％となっている。過去の調査（平成９年度以前）

と比較してみると、「上昇する（計）」が減少している。

当該質問についても、平成１０年度から平成１５年度にか

けて聞いていないため、単純な比較は難しく、今年度

以降の調査の結果が待たれるところである。 
都市規模別にみると、地方中核都市では、「現在の水

準で推移する」の割合が低くなっている。 
住居形態別では持ち家、土地所有形態別では所有に

おいて、「現在の水準で推移する」の割合が高くなって

いる。
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⑨ 細分化された土地に住宅を建てることの是非 
広い敷地が細分化され、そこに狭い敷地の一戸建てが

建設されることについての意見を聞いたところ、「火災時

の延焼など、安全面で問題がある」と答えた者の割合が

３２．９％で最も高く、次いで「緑地などもなく、自然環

境を低下させている」が１５．７％、「日照や風通しなど、

保健衛生面で問題がある」が１４．６％となっている。な

お、肯定的意見の「住宅の供給が増えて望ましい」は

５．６％である。 
性別にみると、「火災時の延焼など、安全面で問題があ

る」を答えた者の割合は女性で高くなっている。 
年齢別にみると「火災時の延焼など、安全面で問題が

ある」を答えた者の割合は２０歳代で低くなっている。 
住居形態別では持ち家、土地所有形態別では所有におい

て、「火災時の延焼など、安全面で問題がある」を答えた

者の割合が高くなっている。 
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地価の見通し 



２．「土地所有・利用状況に関する企業行動調査」の概

要について 

 
（１） 調査方法等 
① 調査目的：土地所有の有利性や土地の購入・売却等

土地に関する企業意識の把握 
② 調査対象：８大都市に所在する株式会社９，０００社 

（層化二段無作為抽出） 
③ 調査方法：郵送による発送、郵送による回収 
④ 調査期間：平成１７年１月１１日～２月３日 
⑤ 回収結果：３，０７４社（回収率３４．２％） 
⑥ 調査委託機関：（株）ニッセイ基礎研究所 
 
（２） 調査結果の概要 

①土地所有の有利性に関する意識 
「今後、土地・建物について、所有と借地・賃借では、

どちらが有利になると思うか」を聞いたところ、「今後、

所有が有利」とする企業の割合は、平成５年度から２６．１

ポイント減少し４０．６％となっている。ただし、平成１５

年度から２年連続してやや上昇している。これは、景気

が底堅く推移し地価動向の変化が鮮明になったことなど

が要因として考えられるが、今後の動向が注視される動

きである。 
他方、「今後、借地・賃借が有利」とする企業の割合は

４３．５％となり、平成５年度の２９．４％から１４．１ポイン

ト増となった。ここ数年、「今後、借地・賃借が有利」が

「今後、所有が有利」を上回るという傾向は変わらない。 
 

図表 今後の土地所有の有利性についての意識 

今後の土地所有・賃借の有利性の変化（全体）
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【土地の所有や借地・賃借が有利となる理由】 
「今後、土地の所有が有利になる理由」についてみてみ

ると、「事業を行う上で、自由に活用できる」が、７０％

弱で最も多くなっている。一方、「土地は資産として残る」

は減少し、今年度は４９．７％となっている。また、「土地

は他の金融資産に比べて有利」は２０％強で安定的に推移

している。利用目的に応じた土地の所有という意識が定

着しつつあることがうかがえる。 
  

図表 今後、土地の所有が有利になる理由（複数回答） 

今後、所有が有利となる理由(全体）
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「今後、借地・賃借が有利となる理由」についてみてみ

ると、「事業所の進出・撤退が柔軟に行えるため」が最も

多く５９．７％となっている。次いで「土地は必ずしも有

利な資産ではない」（４６．０％）や「初期投資が所有に比

べて少なくて済む」（４０．４％）となっている。 

以上のことから、かつて資産目的からの強い土地所有

意欲がみられたが、地価下落や最近の経営環境の変化な

どにより、現在では、個々の経営戦略や事業内容に応じ

て、土地を所有するか借地・賃借するかを選択している

ことがうかがえる。 
 

図表 今後、借地・賃借が有利になる理由（複数回答） 

今後、借地・賃借が有利となる理由（全体）
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【資本金規模別】 
 「今後、所有が有利」と回答する企業の割合は低下し

ているが、資本金規模別にみると、規模が小さい企業ほ

ど、「今後、所有が有利」の割合が高くなっている。例え

ば、資本金１億円以上の２５．３％に対して、資本金２０００

万円未満では１７．８ポイント高く４３．１％となっている。 

 併せて、資金調達における土地所有の重要性を聞いた

ところ、資本金規模別では、規模が小さいほど土地所有

を重要とする企業の割合が高い。 
 このような中小企業の土地所有志向の相対的な高さは、

資金調達において主に銀行などからの土地を担保とする

融資に依存していることが背景にあると考えられる。 
 

図表 「今後、所有が有利」とする企業の割合の変化（資本金規模別） 

今後所有が有利

50.8

45.0 46.1 45.7

40.1
42.0

43.3

40.9 41.2 40.4

27.5

34.3

66.7

58.2

38.4

34.9
37.1

21.8
20.2

25.3

43.1

40.3
38.6

68.1

66.8
61.9

52.7

49.947.1

42.6

41.3
39.4

36.8

69.9

66.3 63.1

49.2

51.9

42.1

33.7
25.9

67.4

70.1

57.8

46.5
43.8

44.1

22.7

57.0

44.0

32.9 32.9

10

20

30

40

50

60

70

80

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16（年度）

（％）

2,000万円未満

2,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
1億円未満

1億円以上

 

 

平成 



図表 資金調達における土地所有の重要性（資本金規模別：平成１６年度） 
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② 土地所有の状況 
企業の土地所有状況の変化について、「自社所有地あり

（「借地もある」を含む）」の割合をみると、平成５年度

から１０年度にかけて減少し、この５年間で１３．３ポイン

ト減少（６４．３％→５１．０％）したが、それ以降は平成１

６年度まで約５０％の水準でほぼ安定的に推移している。 
 

図表  土地所有状況の変化（全体） 

土地所有状況の変化（全体）
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③ 未利用地の状況 
【未利用地の有無】 
自社所有地をもつ企業のうち未利用地のある企業の割

合は、ここ数年、約２０％で推移している。 
 

 
図表  未利用地のある企業の割合の変化 

未利用地の有無
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【未利用地となっている理由】 
未利用地となっている理由は、「売却を検討したが、売

却に至っていない」が最も多く、年々増加している。一

方、「利用計画はあるが、時期が来ていない」や「事業採

算の見込みが立たない」が減少している。  

 
図表  未利用地となっている理由の変化（複数回答） 

 未利用地となっている理由
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【未利用地の今後の対応策】 
未利用地の今後の対応策については、「売却する」

（４５．７％）が最も多く、増加傾向にある。次いで「当

面そのまま」（３４．２％）となっている。「賃貸する」は

比較的少ない。 

 
図表  未利用地の今後の対応策の変化（複数回答） 

未利用地の今後の対応策
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 以上の未利用地に関する意識から、産業構造の変化や

企業の経営環境の変化などにより、企業は所有する土地

資産の見直しを行い、社宅・保養所などの非業務用地で

あっても住宅市場などにおいて利用価値が高い土地は売

却が進んでいるが、その一方で、市場において利用価値

の低い土地については有効利用や処分が進まず、売却し

たいが売却できない実態がうかがえる。 
 
④ 土地の売買状況（過去５年間における） 
【土地の購入・売却の理由や目的】 



過去５年間において、土地を実際に購入・売却（検討

を含む）した企業に対し、その目的を聞いた。土地の購

入（検討）の目的としては、「自社の事務所・店舗用地」

が減少傾向にあるものの最も多く、次いで「自社の工場・

倉庫用地」や「自社の資材置場・駐車場・その他の業務

用地」となっている。業務目的の実需に基づいた土地の

購入（検討）が行われていることがわかる。 
また、土地の売却（検討）の理由では、「事業の債務返

済」が最も多く、次いで「事業の資金調達や決算対策」

が多い。依然として事業のリストラによる土地売却が多

いことがうかがえるが、近年、「事業の債務返済」が減少

するとともに、「土地保有コスト低減のため」が増加して

おり、土地売却の理由が変化している可能性がある。こ

れらの動きの背景に、近年の企業経営を取り巻く状況の

変化（資金調達手法及び会計制度）があることも考えら

れる。  
 

図表 土地の購入（検討）の目的の推移（複数回答） 

土地購入の理由
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（注）年度により土地の購入・売却の対象期間と対象地域が異なるため、単純には比較できない。 

      平成７～１０年度：地価下落期×市内、平成１１年度：過去１０年×国内、平成１２年度以降：過去５年×国内 

 
図表 土地の売却（検討）の理由の推移（複数回答） 

土地売却の理由
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【売却した土地の従前の利用形態】 
売却（検討）した土地の従前の利用形態では、「事務所・

店舗」に次いで「社宅・保養所など」が多い。また「資

材置場、駐車場、その他の業務用地」が大きく増加して

いる。売却（検討）の対象が、未利用地から業務に関連

した土地へと広がっていることがうかがえる。 
 

 
図表 売却（検討）した土地の従前の利用形態の推移（複数回答） 

売却した土地の利用状況
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【土地の購入や売却に至らなかった理由】 
土地の購入を検討したが購入に至らなかったことのあ

る企業の理由の推移をみると、「適切な立地・規模の土地

が見当たらなかった」が最も多くなっている。次いで「採

算性を考えると、価格水準が依然として高い」や「資金

的な余裕がなかった」となっている。 

同様に、土地の売却に至らなかった理由の推移をみる

と、「購入希望者の価格が低かった」が最も多い。近年、

「購入を希望する者が現れなかった」が増えてきており、

一方で「現在の地価水準では売却損が発生する」が減少

している。 

 
図表 土地の購入や売却に至らなかった理由の推移（二つまでの回答） 

土地購入に至らなかった理由
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土地売却に至らなかった理由

63.6

56.6

46.144.8

25.4

18.2

36.7

43.442.6

25.1
23.2

27.2

21.8
19.9

11.9

15.8
13.6

9.1
7.1

5.6
8.2

5.8 7.1

7.7

14.5

44.9

42.0

40.9
44.6

46.2

51.0

56.6

30.9

42.9
41.7

40.5

23.523.8
27.3

31.6

45.7

9.8

4.50
2.5

18.9

5.2 3.0 4.6 3.8
0

10

20

30

40

50

60

70

7年度 8 9 10 11 12 13 14 15 16

購入希望者の価格
が低かったため

購入を希望する者
が現れなかったた
め

現在の地価水準で
は売却損が発生す
るため

売却益の税金が高
いと思ったため

権利者間の調整が
うまくいかないため

（％）

平成
 

 
⑤ 地価動向が事業活動に及ぼす影響 
現在の地価動向による事業活動への影響については、

「影響なし」が次第に増加しており、平成１６年度

（５０．６％）には初めて半数を超えた。一方、「（非常に）

悪い影響」（計２０．７％）は、減少している。近年、企

業は、リストラ等に伴う資産売却等によりバランスシ

ート調整を行っているが、この結果は、企業が地価動

向に左右されない経営体質になってきたことを意識の

面から示しているものと考えられ注目される。 

 

現在の地価が事業活動に及ぼす影響
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⑥ 事業展開における土地の過不足感 
事業展開上の土地（所有・借地不問）の過不足感につ

いては、「適正」（４１．９％）が最も多くなっている。全

体としては、土地の過剰感よりも不足感の方がやや強

く、「（どちらかというと）過剰」（計１６．３％）に対し

て、「（どちらかというと）不足」（計２１．８％）が５．５

ポイント高い。資本金規模別にみると、大企業ほど過

剰感が強くなる傾向がある。 
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図表 地価動向が事業活動に与える影響

図表 事業展開における土地の過不足感（平成１６年度：資本金規模別） 



３．不動産証券化市場の拡大とその影響に関する調査の

概要について 

 
（１） 調査方法等 
① 調査目的：近年、着実に拡大を続けている不動産証

券化市場について、比較的情報が公開さ

れているＪリートに着目して、その実態

を把握 
② 調査事項 
 ・上場企業の不動産取引におけるＪリート等の購入主

体の占める割合 
 ・Ｊリートの投資対象、投資地域及び投資額の推移 

 ・Ｊリートによるオフィス取得物件の各地域における

投資対象ストックに対する割合の推移 
③ 調査委託機関：（株）住信基礎研究所 
 
（２） 調査結果の概要 
① 上場企業の不動産取引におけるＪリート等の動き 
東京証券取引所に提出される開示情報（ＴＤｎｅｔ）によ

ると、上場企業の不動産取引のうち、Ｊリート又はＳＰＣ

が買い手となる割合が年々増加している。売買価格ベー

スで見ると、平成１６年度下期では、購入主体の約７割が

Ｊリート又はＳＰＣとなっており、ＪリートやＳＰＣが不動

産の主要な買い手となっていることが分かる。 
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図表　上場企業の不動産取引における購入主体別の割合
（件数ベース）

 

図表 上場企業の不動産取引における購入主体別の割合
（売買価格ベース）
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② Ｊリートの保有するプロパティタイプの多様化の

状況 
平成１７年３月末現在の状況について、その主な用途

を資産額（取得価格ベース）でみると、オフィスが６４．

７％、商業施設が２１．６％、住宅が１１．５％となってい

る。Ｊリートが取得した物件については、オフィスが

依然として多いものの、商業施設や住宅が増加するな

ど多様化がみられる。 
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注：数字は年度末時点のもの。 

         以下同じ。 
 
③ Ｊリートの投資地域の分散化の状況 
取得した物件の所在地について、資産額（取得価格

ベース）でみると、各地域ともにＪリートによる物件

の取得が進んでいることが分かる。 

3,465

5,142

8,676

11,514

491 667
1,314

452
855668

1,123
1,494

30 39 110152 306 471

2,070

3,644

970

1,914

3,433

235 325 511295 380 1,042

2,540

211
722

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成13 14 15 16

都心5区 東京23区（都心5区除く） 関東地方（東京23区除く）

北海道・東北地方 北陸・中部地方 近畿地方

中国・四国地方 九州地方（億円）

図表　地域別Ｊリート保有物件の推移（取得価格ベース）

(年度)

 
また、地域別では、都心５区（千代田区、中央区、

港区、新宿区、渋谷区）が多いものの、その割合は、

減少傾向にあり、投資先が分散しつつあることが分か

る。 
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図表 Ｊリートによる保有物件地域別構成比の推移（取得価格ベース） 
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 用途別にさらに分析すると、オフィスビルはオフィス

集積の豊富な都心５区にその過半が位置しているが、住

宅は都心５区に次いで、都心居住の利便性と住環境とし

ての快適性を兼ね備えた周辺１８区のシェアも２割強と

高い。一方、現在オフィスビルに次ぐ資産規模となった

商業施設は、郊外型のショッピングセンターが主要な投

資対象の一つであるため、東京２３区以外のシェアが７割

を超えているなど、用途毎に投資先の違いが見られる。 
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④ 主要都市の賃貸オフィスビルストックに占めるＪリ

ート所有物件の割合 
平成１６年１２月末の主要都市の賃貸オフィスストック

に占めるＪリート所有物件の構成比（貸室面積ベース）

は、平成１４年末と比較すると各地域で順調に伸びている

ことが分かる。主要５区が３．１％、周辺１８区が３．４％、

大阪市が２．２％、名古屋市が２．５％、福岡市が２．３％な

どとなっている。一部地方都市で、比較的高い値を示し

ているが、これは、当該都市における賃貸オフィスビル

マーケットの規模が小さいことによるものと考えられる。 
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注２：Ｊリート公表資料及び（株）生駒データサービスシステム「不動産白書」より作成。

図表　各主要都市における賃貸オフィスビルストックに占めるJリートの構成比

 
また、都心５区の主要地区における構成比は、ストッ

ク量が極めて多い、丸の内・大手町・有楽町で４．０％と

なっている。各地とも概ね構成比が上昇しているが、特

に、神田神保町・神田小川町（８．９％）、番町（４．０％）、

銀座（２．８％）、芝・三田（１０．０％）、芝浦・海岸

（２．９％）、渋谷（８．３％）、神南・宇田川町・道玄坂（４．

９％）、千駄ヶ谷・神宮前（１５．０％）の各エリアで上昇

が目立つ。これらの地域で、Ｊリートによる物件取得が

進んでいることが分かる。
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図表　都心５区主要地区における賃貸オフィスビルストックに占めるJリートの構成比(%)

 
４．「土地の保有・管理に対する意識」に関するアン

ケートの概要について 

 
（１）調査方法等 
① 調査目的：人口減少等に伴い、土地需要が減少す

ることが見込まれる中、相続や低・未

利用地の増加に対する土地所有者等の

意識を把握 
② 調査対象：全国の２０～４９歳の男女（住民基本台帳

による年齢別人口（平成１６年）の構成

比に応じて、東京圏、名古屋圏、大阪

圏、地方圏の地域ブロック別に回収目

標数を設定、回収目標数４，０００名程

度） 
③ 調査方法：インターネットアンケート（ｇｏｏリサ

ーチモニター） 

④ 調査期間：平成１７年２月１７日～２月２１日 
⑤ 回収結果：４，７３２名（なお、調査では回答者本人

の所有地あるいは親の所有地のうち主

たるもの３つまでの利用意向を尋ねて

いる。） 
⑥ 調査委託機関：（株）三菱総合研究所 
 
（２）調査結果の概要 
①居住地周辺の居住環境について 
【今後の居住環境の変化】 
居住地周辺の今後の居住環境について、総じて「変

らない」とする回答比率が高いが、「防犯などの治安」

が「悪くなると思う」との回答が２２．２％と他の項目よ

りも高く、治安への不安感が広がっていることが分か

る。 
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図表 居住地の周辺環境の今後の状況 

1.周辺地域全般に 

2.近隣の私有地（宅地など）の管理状況（手入れ等） 

3.街並み 

4.防犯などの治安 

5.防災体制 

6.コミュニティのつながり 

7.ごみの排出状況、不法投棄 



【空き家・空き地が増えて困ること】 
本調査では、仮定の話として、居住地周辺に空き地や

空き家が増えた場合、また、管理されずに土地や建物が

放置された場合の対応について尋ねた。 
治安への不安感が広がっている中、「犯罪が増加するな

ど防犯面で不安」が６１．１％と最も高く、次いで「ごみ

の不法投棄が不安になる」が４４．６％、「周辺環境や街並

みが悪化する」が３４．７％であった。空き家・空き地の

増加が、治安や景観問題としてとらえられていることが

分かる。今後、人口の減少及び世帯数の減少により、空

き家・空き地が増加することが予想されるが、多くの国

民が治安や景観の面で不安を抱いていることが分かる。 
 

図表 空き地・空き家が増えた場合に困ること 
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その他

何も困らない
N=4,732

 
 
【土地・建物が管理されないことにより防犯・街並みな

どの面で問題が生じる場合、問題解決に向け、どのよう

な主体（所有者・管理者以外）が関与すべきか。】 
空き地や空き家が増え問題が生じる場合の対応主体を

聞いたところ、基礎自治体である「公共団体（市町村）」

が８２．０％と最も高く、次いで「自治会・町内会」が

５４．４％であった。 
「まちづくり・地域運営に係るＮＰＯ・中間法人組織等」

は１２．５％にとどまっているが、これはこのような組織

に対する認知度が低いこと、具体の活動イメージが思い

浮かばないことなどが要因として考えられる。 

 
図表 空き地や空き家が増え、問題が生じる場合の解決主体 

12.30%

21.34%

81.99%

39.16%

19.91%

12.49%

5.03%

0.57%

54.35%
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近隣の人々
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商工会議所・農協等の産業団体

その他
N=4,732

 



②所有土地の利用意向 
【所有土地の１０年後の利用状況】 
所有する土地のうち主たるもの３つまでについて１０

年後に予想される利用状況を尋ねたところ、２，７４４の土

地について回答があった。１０年後、居住地については

８５．１％が自己利用を続けるとの回答であったが、居住

地から離れた土地ほど、自己利用の意向が低下し、その

他の地域では「自己利用」が３７．０％にとどまっている。 
同一市町村内の土地については、自己所有を続ける意

向が一定程度見られるが、居住県内の土地の２６．３％、

出身県の土地の２９．５％、その他の地域の土地の２６．７％

が売却の意向にある。 
 

図表 地域別 所有土地の１０年後の利用状況 
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４．居住県内（１～３を除く）

５．出身県（問１で出身地と回答した県）

６．その他

１．自己利用（２～５以外）　　　　　　　

２．賃貸　　　　　　

３．信託　　　　　　

４．家族・親族への贈与　　　　　　　　　

５．売却　　　　　　

 
 
③親の所有土地の相続後の利用意向 
【全体像】 
回答者の親の所有土地のうち主たるもの３つまでにつ

いて、回答者自身の居住地と親の所有地との関係から、

相続土地の利用意向を把握した。 
親の所有土地の利用状況については、親が自己利用す

る土地が６８．３％、家族の利用が１９．５％であった。回答

者自身が相続した場合の利用意向としては、親から引き

継ぎ回答者自身で利用したいとする意向は４７．７％にと

どまり、売却が１９．８％、家族・親戚への贈与が１４．７％

と、相続後の放出意向が３４．５％と３分の１を超える結

果となった。 
 

図表 親の所有地の現在の利用状況と相続した場合の利用意向 

 

 

１．親の自己利用
68.3%
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２．賃貸
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14.7%

５．売却
19.8%

３．信託
1.2%

１．自己利用（２－
５以外）
47.7%

N=4,318 
 

＜現在の利用状況＞ 

N=4,318 N=4,318 

＜相続した場合の利用意向＞ 



【回答者居住地との関係からみた相続土地の利用意向】 
回答者自身の居住地と親の所有地との関係から、相続

土地の利用意向を把握した。現居住地の土地の７６．５％

で自己利用の意向が示された。居住地から離れた土地ほ

ど自己利用比率は低下し、出身県の土地では自己利用意

向が３４．７％にとどまっている。 
出身県の土地については、「家族・親族への贈与」が

２４．３％と高く、「売却」の２２．２％とあわせると、土地

を手放したい意向が４６．５％と半数近い。 
居住地あるいは居住県内、出身県でもないその他の地

域の土地では、「売却」が３６．３％と高く、「家族・親族

への贈与」の１３．２％とあわせると、土地を手放したい

意向が４９．５％と約半数を占めている。 
 

 
図表 回答者居住地との関係からみた相続土地の利用意向 
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５．地方都市のマンション居住者意識調査の概要につい

て 

 
（１） 調査方法等 
① 調査目的：地方都市におけるマンションへの住み替

え実態を把握 
② 調査対象都市：全国の中核都市（１１都市）秋田市、

岐阜市、静岡市、金沢市、岡山市、高松

市、松山市、長崎市、熊本市、大分市、

鹿児島市 
③ 調査対象マンション：平成８年以降に分譲されたマ

ンション（１，０１５棟） 
④ 調査方法：ポスティングによる配布、郵送による回 
       収 
⑤ 調査期間：平成１７年１月１１日～１月３１日 
⑥ 回答状況：１，８１５票（回収率１４．３％） 
⑦ 調査委託機関：（株）三菱総合研究所 
※ 同時に行ったマンション敷地の従前用途調査は、ア

ンケート対象としたマンションのうち９６１棟について、

竣工５年前の主な用途（敷地面積に占める割合が最も

高い用途）を調べたものである。 

 
（２） 調査結果の概要 
①マンション居住者の属性 
回答者をライフステージ別にみると、４０代ファミリー

が最も多く２３．０％、続いて３０代ファミリー１５．０％、６０

代以上夫婦２人１２．９％となった。４０代が全体の３２．９％

と最も多いが、５０代以上の居住者の割合も４割を超えて

いる。 
図表 世帯主のライフステージ 
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1.あなたの居住地 

2.あなたの居住地の近隣（概ね1km内）

3.あなたの居住市区町村（1～2を除く） 

4.あなたの居住県内（1～3を除く）

5.あなたの出身県（問1で出身地と回答した県）

6.その他 

n=1,815 



②従前の居住状況 
【移動パターン】 
回答者のうち、「市内での移動（市内移動）」が７９．４％、

「県内の市外からの移動（県内移動）」が１１．９％、「県

外からの移動（県外移動）」が８．７％である。６０歳以上

の場合、「市内移動」の割合は６０～６４歳で６４．９％、６５

歳以上で６６．９％にとどまる一方、「県外移動」の割合が

高まり、それぞれ２０．８％、２０．２％となる。この約２割

の中には、帰郷も多く含まれると考えられる。 
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【従前の居住形態】 
従前の居住形態は、全体でみると「賃貸マンション・

アパート」からの住み替えが多い。一方、５５歳以上では、

「持家戸建て」からの住み替えの割合が高まり、特に６５

歳以上では「持家戸建て」からの住み替えが６２．１％に

のぼる。規模は小さいものの、首都圏における都心回帰

と同様に、地方都市でも郊外から市の中心部への住み替

えが起きていることも考えられる。 
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図表 住み替え前の居住地 

図表 住み替え前の居住形態 



【住み替えによる居住環境変化】 
住み替え前後の床面積の変化は世帯主の年齢によって

異なり、「３０～３４歳」「３５～３９歳」「４０～４４歳」では

「１０㎡以上増加」が８割前後をしめる。一方、「６０～

６４歳」では「１０㎡以上増加」が４２．７％に対し、「１０

㎡以上減少」が３７．０％、「６５歳以上」では「１０㎡以上

増加」が２７．９％で「１０㎡以上減少」が５３．５％、減少

が増加の比率を上回る。 
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③ 住み替え意識 
【住み替え理由】 
世帯主年齢別にみると、３０～４０代で多いのは「もっ

と広い家に住みたかった」と「金利が低く買い時だと思

った」で、４０％前後が選択した。また、２０～３０代では

「資産を持ちたいと思った」「税制が有利で買いだと思っ

た」を２５％前後が選択しており、若年世代の資産として

の住宅への関心の高さが伺える。一方、５５歳以上になる

と「老後の安心のため」を選択する回答者が多く、「５５

～５９歳」５４．９％、「６０～６４歳」５７．１％、「６５歳以上」

７２．０％。 
「その他」の内容として多くあがったのは、「公園が近い」

「景色が良い」「周囲が静か」等の地域の生活環境の良さ

に関するものであり、これは世代共通の意見であった。

一方５５歳以上に限ると、住居の維持管理の大変さに関す

るもの、郷里への帰郷に関するもの、子供・孫・親族と

の近居の希望に関するものが多くあげられた。 

 

図表 住み替え前後の床面積 
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全体 n=1,815 33.6 32.2 31.1 30.7 26.2 21.9 19.9 18.5 17.6 17.5 16.2 15.6 9.8 9.4 7.3 6.4 4.3 20.9 0.4

～２９歳 n=45 24.4 31.1 22.2 57.8 42.2 11.1 35.6 11.1 20.0 37.8 22.2 8.9 8.9 6.7 8.9 20.0 0.0 15.6 0.0

３０～３４歳 n=150 11.3 25.3 28.0 39.3 44.7 14.7 16.7 31.3 18.7 26.0 20.0 16.0 13.3 5.3 10.0 28.0 2.0 12.7 0.0

３５～３９歳 n=241 14.9 38.6 24.1 44.0 36.5 26.1 24.9 24.9 18.7 26.6 22.4 16.6 12.4 7.1 5.8 12.9 0.4 14.1 0.4

４０～４４歳 n=308 12.7 36.4 26.9 39.3 39.0 31.8 27.3 25.6 19.8 20.8 20.8 19.5 16.6 8.4 7.8 3.9 1.9 17.5 0.3

４５～４９歳 n=288 24.0 35.4 24.3 37.8 29.2 38.2 22.2 22.6 16.0 18.1 17.0 18.4 13.2 11.1 4.2 3.5 3.1 13.9 0.3

５０～５４歳 n=194 35.1 31.4 34.0 27.8 17.5 23.2 25.8 16.5 21.1 17.5 16.0 20.6 6.7 11.3 9.3 2.1 4.1 22.7 1.0

５５～５９歳 n=162 54.9 30.2 35.2 22.8 17.3 16.0 19.1 14.8 14.8 8.6 14.8 12.3 5.6 14.8 6.8 1.2 12.3 19.8 0.6

６０～６４歳 n=154 57.1 27.9 41.6 16.9 14.3 7.1 11.7 7.8 14.3 11.7 7.1 16.2 4.5 11.7 6.5 2.6 10.4 31.2 0.6

６５歳以上 n=264 72.0 26.9 42.4 6.4 4.9 4.5 5.3 4.5 15.5 4.9 7.2 6.4 0.8 7.6 8.3 0.8 5.7 37.5 0.4
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    は「全体」より5%以上高い項目 

は「全体」より5%以上低い項目 
 

【住み替え先としての候補】 
回答者のうち「他の候補は考えなかった」のは４２．４％

で、「分譲マンション」の２２．２％を含めると、６４．４％

は分譲マンション以外を候補としなかったことがわかる。

「戸建て（注文戸建て＋分譲戸建て）」と迷ったのは全体

の２６．５％で、地方都市におけるマンションの場合、戸

建て住宅とはあまり競合していないことが伺える。 

 
図表 住み替え先としての候補 
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【マンションを選択した理由】 
マンションを選択した理由として多くあがったのは、

「立地の良さ」７１．４％、「防犯性の高さ」５３．６％、「手

入れの楽さ」４０．９％。３０代では「戸建てに比べた価格

の手ごろさ」が多く、「３０～３４歳」５１．３％、「３５～３９

歳」５４．４％となった。 

図表 住み替え理由



        図 マンションを選択した理由 
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～２９歳 n=45 68.9 53.3 35.6 42.2 35.6 42.2 13.3 42.2 24.4 22.2 15.6 6.7 8.9 13.3 4.4 4.4
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４５～４９歳 n=288 69.4 53.5 45.1 41.3 33.0 28.5 26.7 24.0 24.3 21.2 19.1 9.0 8.7 6.3 3.8 2.4
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【地域選択時の重視点】 
地域選択時の重視点は「買物など日常生活に便利であ

ること」が７７．７％と、どの年齢層でも最も多く選択さ

れている。そして、「～２９歳」から「５５～５９歳」までで

は「通勤に便利なこと」が６割前後の割合で選択されて

いる。５０代以上の場合は「医療施設への便がよいこと」

が選択される割合が高まり、「５０～５４歳」で３６．６％、「６５

歳以上」で４７．０％が選択した。また、「緑や山が近くに

あること」「文化施設が充実していること」「広い公園が

近くにあること」「海や山が近くにあること」は５５歳以

上の高齢層で選択される割合が他の年代よりも高く、高

齢層の方が住環境の良さを重視する傾向がうかがえる。
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全体 n=1,815 77.7 54.9 52.0 30.8 24.8 23.3 18.0 14.5 12.9 12.8 12.3 11.7 11.4 10.9 10.1 10.1 9.0 8.0 4.9 3.7 3.3 3.1 3.3 0.6

～２９歳 n=45 82.2 55.6 55.6 17.8 37.8 33.3 17.8 15.6 4.4 15.6 13.3 6.7 15.6 2.2 11.1 20.0 8.9 0.0 4.4 6.7 2.2 8.9 6.7 0.0

３０～３４歳 n=150 77.3 60.7 45.3 20.0 25.3 37.3 10.0 9.3 8.7 9.3 20.0 9.3 8.7 4.7 10.0 9.3 4.0 1.3 3.3 6.0 6.0 3.3 3.3 0.7

３５～３９歳 n=241 73.0 66.4 40.7 22.4 35.7 34.0 19.1 12.4 7.5 15.4 16.6 11.2 10.0 14.1 9.5 7.9 7.1 10.0 6.2 2.9 3.3 3.3 3.7 1.2

４０～４４歳 n=308 77.9 69.8 51.9 23.1 37.7 24.4 17.2 11.7 11.7 10.1 22.7 12.3 14.3 15.6 7.5 8.4 7.1 6.8 3.9 2.9 2.9 2.3 2.3 0.3

４５～４９歳 n=288 75.0 62.5 51.4 26.0 43.1 19.4 15.6 10.1 11.5 10.8 16.3 10.1 9.7 24.0 7.3 9.4 4.9 6.6 3.1 2.1 3.1 2.1 3.1 0.7

５０～５４歳 n=194 80.4 66.0 54.6 36.6 22.7 9.8 20.1 11.9 13.9 8.2 8.8 11.3 11.3 13.9 11.9 9.8 6.7 7.2 3.6 4.6 1.0 3.1 1.5 0.5

５５～５９歳 n=162 78.4 58.6 59.3 35.8 9.9 16.7 22.8 9.9 19.1 11.1 3.7 11.7 8.6 5.6 14.2 8.6 8.6 10.5 9.3 4.9 3.1 3.7 3.7 0.6

６０～６４歳 n=154 82.5 33.1 61.0 42.2 1.9 18.2 18.8 21.4 18.8 18.2 1.9 18.8 10.4 0.0 14.3 13.0 17.5 9.1 4.5 2.6 2.6 3.9 2.6 0.0

６５歳以上 n=264 78.8 18.6 54.9 47.0 1.1 23.5 20.8 27.7 16.3 17.8 1.1 11.4 14.4 0.8 10.2 12.9 17.0 12.9 6.4 4.5 4.2 3.4 4.9 0.4
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（参考）マンション敷地の従前用途調査 

アンケートの対象としたマンションのうち、９６１棟について、竣工５年前の主な用途（敷地面積に占める割合が最も高

い用途）を調査した。 
全国的な傾向をみると、従前用途が住宅は１２．８％（うち個人住宅が１１．３％、集合住宅が１．５％）にとどまっており、

図表 地域選択時の重視点 



一方駐車場・資材置き場が１８．１％、空き地が１４．３％と、いわゆる低・未利用地が３２．４％と高い割合を占めている。商

業・業務施設からの利用転換は１８．７％、農地・山林が１３．９％とそれぞれ一定割合を占めている。全体としては、低・未

利用地からの土地利用転換、ついで商業・業務利用地、農地・山林からの利用転換が、マンション用地供給の大きな要因

になっているといえる。 
都市別に見ると、都市によってマンション供給地の従前用途の特徴が異なっていることが明らかになった。全般的には、

マンションの立地条件との相関が高く、駅周辺等の中心市街地エリアに数多くマンションが供給されている都市では住宅

利用や商業・オフィス利用からの転換比率が高く、中心部から郊外部にかけて広いエリアでマンションが供給されている

都市では農地・山林からの利用転換も高い比率を示している。 
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図表 都市別 マンション敷地の従前用途（棟数） 


